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研究成果の概要（和文）： 本研究プロジェクトは、日本企業の製品開発における外部の経営資源の活用を考察するこ
とを目的としたものであった。特に、近年になり外部の経営資源を活用した価値づくりは、「オープン・イノベーショ
ン」として大きな注目をあつめるようになった。本研究プロジェクトではオープン・イノベーションを中心として研究
を進め、日本企業の課題を分析してきた。より具体的には異なる企業間のコラボレーションを上手く進めるための組織
体制や、外部の経営資源を活用する上での戦略などを議論してきた。それらの一部は『オープン・イノベーションのマ
ネジメント』として2015年に出版された。

研究成果の概要（英文）： This research project aims exploring how Japanese firms strategically utilizes 
external resources and develops new products. Recently, the "Open Innovation" has gathered much 
attention. It has been indicated that Japanese firms were behind in Open Innovation. This research 
project has scrutinized the Japanese management systems and explored why Japanese firms were behind. More 
concretely, it has argued how to organize collaboration projects efficiently and how external resources 
could be strategically utilized by Japanese firms. Parts of the research results were published in "Open 
Innovation Management" in 2015.
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１．研究開始当初の背景 
本研究プロジェクトを開始する当初は、オ

ープン・イノベーションという考え方が日本
で注目され始めた頃であった。そこでは、欧
米企業が外部の経営資源を活用し、広い探索
を行い、その結果としてイノベーションを生
み出しているということが注目されていた。
その反面で、日本企業は外部の経営資源の活
用という点で欧米企業に大きく遅れをとっ
ているという点も指摘されていた。 
しかしながら、歴史的に見ると、日本企業

の内製化率は欧米企業よりも低いことが指
摘されていた。つまり、日本企業は外部の経
営資源を活用するという点では、欧米企業よ
りも長けていたわけである。それではなぜ日
本企業はオープン・イノベーションにおいて
遅れていると考えられているのだろう。この
疑問が本研究プロジェクトを開始する当初
の背景にある。 
また、実業界からも日本企業のオープン・

イノベーションについての研究会の開催の
要望なども寄せられていた状況であった。ア
メリカで生み出されたオープン・イノベーシ
ョンという概念は、どのような点で新しさが
あるのか、あるいはどのような点で日本企業
は学ぶことがあるのか、どのような組織体制
で実施するのが効果的なのかなどについて、
実業界からの問い合わせがある状況であっ
た。 
学術的には、日本企業を対象として、その

外部経営資源の活用についはそれまでも共
同研究開発などについて多くの研究が蓄積
されてきていた。しかしながら、欧米との比
較やオープン・イノベーションという枠組み
での研究はまだ多くはなかった。そのため、
欧米の企業との比較において、日本企業はそ
もそも遅れているのか、そうだとすれば、ど
の程度、いつぐらいから遅れてきたのかなど
は明らかになっていなかった。 
 
 
２．研究の目的 
 このような状況を背景にして、本研究プロ
ジェクトでは大きく以下の 3つを研究の目的
としてきた。 
 第 1 は、戦後の日本企業の製品開発におけ
る経営資源の内部化の程度と外部化の程度
を歴史的に考察するものである。これは、あ
る特定の企業や産業を対象にするというよ
りも、全産業を対象にして分析を行った。 
 第 2 は、日本企業での経営資源の組織化と
外部化のプロセスのケーススタディである。
経営資源の組織化と外部化のプロセスや、そ
こにおける企業家の役割などをそれぞれの
時代に特徴的な事例を検証することによっ
て、どのような経営資源の組織化を行い、ど
のようなものを外部化していたのかを探る
ものである。 
第 3は、外部化のイノベーションへ与える

影響である。どのような経営資源を内部化し、

どのようなものを外部化しているのかは、企
業が生み出すイノベーションの性質に大き
な影響を与えているであろう。また、企業が
内部化あるいは外部化しうる経営資源が、国
のナショナル・イノベーション・システムに
依存するとすれば、そのあり方が産業の興隆
にも大きな影響を与える。 
これらの3つを中心に考察を進めることに

よって、日本企業がどのように外部の経営資
源を活用してきたのか、なぜ、近年になって
オープン・イノベーションという枠組みにお
いては欧米企業に対して出遅れていると言
われるのかなどを明らかにしていった。 
 
 
３．研究の方法 
本研究は量的なデータと質的なデータを

組み合わせている。 
具体的には、量的なデータとしては、戦後

の日本企業の製品開発における経営資源の
内部化の程度と外部化の程度を歴史的に考
察するために、優れた産業技術の開発につい
て贈られる賞である大河内賞のデータを用
いた。1950 年代から 2010 年代にかけて、お
よそ700の研究プロジェクトに対して大河内
賞が贈られた。本研究プロジェクトでは、そ
れらのデータを用いて企業の経営資源の内
部化の程度や外部の経営資源の活用の程度
を定量的に把握した。また、日本企業の外部
経営資源の活用の程度が、欧米企業と比べて
相対的に多いのか、少ないのかを把握するた
めに R&D100 という優れた研究開発プロジェ
クトに与えられる賞との比較研究も行って
いる。大河内賞とR&D100の量的な分析から、
日本と欧米の製品開発における外部経営資
源の活用の程度の違いを考察する。 
また、質的なデータとして、本研究は日本

企業のオープン・イノベーションの事例分析
を蓄積してきた。具体的には、日本の企業の
経営層を対象にしたオープン・イノベーショ
ンの研究会を組織し、その中で日本企業の取
り組みや海外企業の先進的な事例について
ケーススタディを行うとともに、日本企業の
課題について実務家たちとの議論を重ねて
きた。これによって、実務家が認識している
課題に即した研究ができる。具体的には、オ
ランダの化学会社の DSM や三菱ケミカル、あ
るいはナインシグマ・ジャパンなどの企業の
協力のもとに、オープン・イノベーションの
研究会を開催し、多くのケーススタディとそ
れについての議論を重ねてきた。また、本研
究プロジェクトの研究成果もそこで発表す
ることによって、研究成果の実務界での妥当
性のチェックも行っていった。 
 
 
４．研究成果 
 本研究プロジェクトの第1の成果としては、
大河内賞を用いた研究では、日本ではおよそ
2 割程度の研究開発が外部の経営資源の活用



を行ってきたことが分かった。つまり、8 割
程度の研究開発は内部資源のみによって行
われていたものであった。これを、R&D100 と
比較した。その結果、欧米企業でも外部の経
営資源を活用したプロジェクトは近年増え
てきているものの、それまではおおよそ 2割
程度であった。つまり、日本企業が特に外部
の経営資源の活用の程度において少なくな
いということが分かった。ただし、欧米企業
は 2000 年代に入ってコラボレーションが急
激に増えてきていることも分かった。外部経
営資源の活用において日本企業が遅れたと
言えるとすれば、それは 2000 年代に入って
からであろうということが分かった。これは
本研究プロジェクトの重要な成果の1つであ
る。 
 また、本研究プロジェクトにおいて、なぜ、
2000 年代から欧米企業は外部の経営資源の
活用が活発になり、日本企業はそれほど進ん
でいなかったのかを実務家とともに議論を
重ねてきた。 
その結果、組織内における機能の切り分け

が日本企業では上手く行われていないとい
う点や、これまでに形成してきたネットワー
クがサンクコストとなり、既存のネットワー
クを超えた探索ができにくくなっている点
などが分かってきた。 
さらに、日本企業ではこれまでに、基盤技

術の共同開発など最終製品市場での競争か
ら遠い領域において外部の経営資源の活用
が盛んに行われてきた一方で、市場での競争
が近い領域においては外部の経営資源の活
用はされにくいことが明らかになってきた。
近年、注目を集めているオープン・イノベー
ションは、研究開発における共同のことだけ
ではない。オープン・イノベーションは、む
しろ製品市場での価値づくりにおける外部
の経営資源の活用という点に新しさがある
ものである。日本企業が欧米企業において外
部の経営資源の活用において遅れていると
すれば、この点にあることが明らかになって
きた。 
これらの議論の成果の一部は、『オープ

ン・イノベーションのマネジメント：高い成
果を生む仕組みづくり』として有斐閣から
2015 年に出版されている。また、その後の議
論の成果としては、『一橋ビジネスレビュー』
の 2015 年第 63巻第 1号から 2016 年第 64巻
第 1号にかけて「価値創りの新しいカタチ」
として連載されている。 
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